
1 

デジタルガバナンス・コード実践の手引き 1.0 DX 取組事例集 

（事例 1） 

北海道ワイン株式会社 

（北海道小樽市） 

(事例 8) 

株式会社太陽都市クリーナー 

（広島県府中市） 

(事例 7) 

東洋電装株式会社 

（広島県広島市） 

(事例 10) 

松本工業株式会社 

（福岡県北九州市） 

(事例 3) 

株式会社北國銀行 

（石川県金沢市） 

(事例 9) 

サンコー株式会社 

（香川県高松市） 

(事例 2) 

株式会社ヒバラコーポレーション 

（茨城県東海村） 

(事例 5) 

株式会社ハッピー 

（京都府宇治市） 

(事例 6) 

株式会社スーパーワークス 

（岡山県岡山市） 

(事例 4) 

株式会社竹屋旅館 

（静岡県静岡市） 

DXに取り組まれている企業様の事例を 

全国各地からピックアップしてご紹介します！ 
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事例 1｜北海道ワイン株式会社（北海道小樽市） 

企業概要 

法人名 北海道ワイン株式会社 

本社所在地 北海道小樽市 

業種 酒類製造業 

設立年 1974 年 

従業員数 82名 

関連 URL https://www.hokkaidowine.com/index.html  

 

ワインの価値は何で決まるのだろうか。美味

しさ（味や香り）はもちろんのこと、ブドウの

収穫年（「19××年のワインはグレートヴィン

テージ」などと言われるように）やブドウの品

種など、ワインの価値を左右する要素はいくつ

かあるが、その中でも重要なのが「産地」であ

る。 

北海道でワイン製造を営む北海道ワイン株

式会社が DX に取り組むきっかけとなったの

は、産地を細分化した高品質ワインを増産・安

定供給してより多くのお客様に届けたい、そし

てブドウ農家にもしっかりと利益を還元した

い、との想いからだった。 

 

ブルゴーニュとロマネ・コンティ 

ワイン好きでなくとも一度は耳にしたこと

があるであろう、ロマネ・コンティ。1年当た

りの平均生産量がたったの 6,000本、1本当た

りの最低価格は 100 万円を下らず（高いもの

は 3億円の値をつけることも）、「飲むより語ら

れることの方が多いワイン」として有名な超高

級ワインである。しかしながら、この「ロマネ・

コンティ」という名前が、フランスのブルゴー

ニュ地方にあるブドウ畑を指しているという

ことは意外に知られていない。 

同じブルゴーニュ産ワインでも、表記が「ブ

ルゴーニュ」と「ロマネ・コンティ」では、そ

の価値に雲泥の差が出る。これが、ワイン造り

において産地細分化を行う意義である。 

産地限定ワイン「ロマネ・コンティ」 

 

産地細分化を妨げるアナログ作業 

北海道ワイン株式会社は、単一メーカーが製

造する日本ワインとしては国内最大のワイン

メーカーであり、ワインの製造・販売以外にも、

契約農家からのブドウの調達や直営農園「鶴沼

ワイナリー」（北海道浦臼町）の運営等を手掛

けている。 

 

鶴沼ワイナリー 

フランス（国）の 

ブルゴーニュ（地方）にある 

コート＝ドール（県）内の 

コート・ド・ニュイ（地区）に位置する 

ヴォーヌ・ロマネ（村）に存在する 

ロマネ・コンティ（単一畑）で 

収穫されたブドウでつくられたワイン 

北海道ワイン株式会社 提供 

https://www.hokkaidowine.com/index.html
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日本最大の面積を誇るブドウ園・鶴沼ワイナ

リーと、余市町・仁木町を中心とした 300の契

約農家から供されるブドウが、同社のワインの

原料となる。しかしながら、年間約 300万本生

産されるワインのうち、付加価値が高いとされ

る「産地細分化ワイン」の生産は約 7万本にと

どまる。 

産地細分化を妨げている要因は、ブドウの受

け入れに係る「口頭伝達」「手書き記帳」、すな

わちアナログな作業にあった。ブドウの品種や

生産農家、重量等の情報を、口頭で伝達し、手

書きで記帳した上で、PCに入力して管理して

いるのだ。このやり方では、ブドウの収穫期に

合わせた短時間かつ大量の受け入れ、そしてリ

アルタイムでの産地情報等の把握は極めて難

しくなる。産地細分化した「プレミアムワイン」

の増産が困難な理由である。 

 
従来のブドウ受入方法（上段）と 
新たに構築したシステム（下段） 

（北海道ワイン株式会社 提供） 

 

デジタル技術を活用し、産地細分化ワイ

ンの増産・安定供給実現へ 

そこで、同社では、外部の IT ベンダの力も

借りながら、ブドウの重量データを計測器と専

用 PC を連携させてデータ送信するとともに、

生産農家や品種をコード管理して生産地等と

リンクできるようにする「ブドウ受入演算シス

テム」を構築した。このシステムにより、ブド

ウの重量・品種・産地・生産者をリアルタイム

で集約管理し、特定産地のブドウを特定のタン

クに貯蔵する、いわゆる「産地細分化ワイン」

を製造することが可能となった。 

 

ワイナリーと農家の共存共栄を目指して 

ワイン造りは農業なり――同社の先代の会

長がよく口にしていた言葉だ。ブドウが無けれ

ばワインは造れない。しかしながら、現在の北

海道でのワインブームとは反比例して、ブドウ

栽培だけを行う純粋なブドウ農家は減少して

いる。 

同社が産地細分化ワインの増産に力を入れ

ているのは、ワインに高付加価値をつけること

で、その分の利益をブドウ生産農家にも還元す

ることが出来るからである。 

ワイナリーと農家が共存共栄の関係を築く

ことで、10年先、20年先も愛されるワインを

造り続ける。このような会社としての目標を実

現するためにどのような問題が立ちはだかっ

ているのか、現状を把握した上で、その問題を

クリアするために DX を推進することの重要

性を、この事例からは学ぶことができる。 
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事例 2｜株式会社ヒバラコーポレーション（茨城県東海村） 

企業概要 

法人名 株式会社ヒバラコーポレーション 

本社所在地 茨城県東海村 

業種 工業塗装 

設立年 1967 年 

従業員数 43名 

関連 URL https://kougyoutosou.com/ 

会社が生き残るために必要なことを徹底

的に追求 

株式会社ヒバラコーポレーションは、茨城県

東海村に本社を構え、創業 55年を迎える塗装

業の会社である。 

現社長が入社した 1990年頃は、同社の粗利

益率は低く、設備投資もできない状況であった。

入社 2 年後、先代が他界したことを受けて 26

歳の若さで社長に就任してからは、経営状況の

改善や人材確保をはじめ、多々ある課題解決に

向け、どこから着手すべきか、会社を残すため

に必要なことは何か、考え得ることを全て徹底

的に検討した。 

まず、社長は人を募集しても応募がないこと

から、今いる人員で効率的に業務を進めること

が必要だと考え、身近な間接業務から電子化に

着手した。当時、作業伝票の発行には、どの業

務で何を使うのか、手書きで一件一葉の図を描

き、その図に基づいて伝票を発行し、現場で利

用する仕組みとしていた。ここに課題を感じた

社長は、スキャナー及びプリンターを導入し、

繰り返し同じ図面を引く工程を削減し、大幅に

業務の効率化を図ったのである。 

今でこそ業務効率化の初歩の初歩に感じら

れる改善策だが、まだパソコンすら社会に広く

普及していなかった当時、スキャナーやプリン

ターを導入することは、実に画期的であった。

導入当初は社内からかなりの抵抗もあったが、

協力してくれる社員を含め、現場の担当者に社

長自ら丁寧に説明を行い、社内の理解を深めて

いった。この業務変革により、会社として IT導

入を進めていく小さな成功体験を積んだこと

が、その後、会社が生き残るための道筋を見出

すため、様々な場面でデータ蓄積と分析を徹底

するきっかけとなった。 

また、現社長が社会人になってから改めて

MOT（Management of Technology：技術経営）

を学んだ際、開発の推進に際しては、同じ考え

や同じ用語を使えるメンバーが必要であると

強く感じたことも、その後の取組のヒントとな

った。どのような目的で DXを推進するか、ど

こに会社としての競争力が生まれるかという

ことを議論し、共感を生み、社員が同じ目標に

向かって走り出せるように環境を整えるのが

経営者の役割であると痛感した。 

現社長は、「DX に向けた取組は身近なとこ

ろから始めることが重要。一方で目標は遠くま

で見据えた方がよい。その上で、社長と認識を

共有できる人が必要」と語る。 

 

https://kougyoutosou.com/
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塗装業界で最も早く IT を導入し、知見

を他者に展開する新たな業態の開発へ 

同社は、塗装業界で最も早く IT の導入に取

り組んだ企業の一つである。同社の IT 導入と

は、「技術のデータ化」と「生産管理」にあり、

これまで継承が困難であった職人の技術を数

値化し、本人以外の技能者が再現することを可

能とした。同様に、ITを利用し、塗装にかかわ

る全作業をデータにより「見える化」すること

で、コストダウン、誤発注・誤入力の防止、管

理に携わる時間の削減を達成してきた。 

また、自社における IT 導入を確立した同社

は、近年そのノウハウをメーカーの塗装部門に

提供するコンサルティング事業も推進してお

り、「日本初のコンサルティング型工業塗装」

という新たな業態を確立。塗装部門における人

材不足、品質の不安定化、設備投資の遅れ、ノ

ウハウの不足といった諸課題に対する解決策

を提案している。膨大なデータ蓄積・分析から

の取組により、信頼される企業としての地位を

確立してきたのだ。 

 

株式会社ヒバラコーポレーション 提供 

 

「宝の山」である工場から 

中小企業の工場における DXについて、現場

である工場は「宝の山」であると考える。DX

推進にあたっては、まず、デジタルエンジニア

リングのサイクルの中で、単純化できることか

ら始め、「効率化」を追求し、次に、間接部門

や生産部門と連携をとれる内容からデジタル

技術の活用を図ってきた。一度に完璧を求めず、

思い切って作り直していくことも経験した。こ

うした陣頭指揮を、中小企業であれば経営層が

リーダーシップをもって行うことが重要とな

る。 

同社では、塗装業の根幹ともいえる設備と品

質の管理について、常日頃から最大限の労力を

つぎ込むことにより、品質の向上と顧客の信頼

獲得に努めてきた。加えて、デジタル技術活用

により、更に高次元での生産管理体制の実現を

可能とし、国内でも最高峰の品質を保証できる

ようになった。 

 

経営者は学び続けることが重要 

現社長は「経営者は学び続けることが大切で

あり、もし学ぶことをやめてしまえば、そこで

企業としての成長は止まる」と言う。経営者の

リーダーシップと、社内において DX推進の目

的や意義の浸透、理解の醸成に時間をかけたこ

とこそが、同社が DXの取組を進められている

ポイントであるといえる。 
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事例 3｜株式会社北國銀行（石川県金沢市） 

企業概要 

法人名 株式会社北國銀行 

本社所在地 石川県金沢市 

業種 銀行業 

設立年 1943 年 

従業員数 2,147 名 

関連 URL https://www.hokkokubank.co.jp/ 

デジタル技術の活用は、経営戦略推進の

トリガーである 

「IT革命」が流行語に選ばれた 2000年は世

紀の変わり目であり、インターネットの普及が

急速に進んだ時代の節目でもあった。 

金沢市に本社を構える株式会社北國銀行で

は、当時、今後の IT 社会の展望について外部

のコンサルタントやお客様と話をする中で、

「地域金融機関たる当行は、今後経営環境や顧

客ニーズの大きな変化が予想される中で、この

ままでは今後、大きな危機を迎えることになる

のではないか？」と、強い衝撃を受けたことが、

業務改革や IT 化、そしてその後の DX 推進へ

のきっかけになったと言う。 

何から始めればいいのか分からない中、いき

なり IT 化に舵を切っても、おそらく会社とし

て体力が続かないと考え、最初の 10年は、会

社の経営面でしっかり体力を付けるため、エリ

ア営業体制の導入や店舗統廃合によるコスト

削減を実施した。こうして経費削減・基盤強化

をした後に、次の 10年で営業部門のデジタル

化等の投資を実施し、会社の体質改善を着実に

進めてきた。 

そして、2015年までを＜内なる DX＞、2015

年からを＜お客様のDX＞と位置づけた二段階

の変革への道筋を定め、経営陣の強いリーダー

シップのもと、経営戦略推進のトリガーとして、

DXへの取組が進み出したのである。 

 

鍵となる経営陣の強力なリーダーシップ

と組織能力の向上 

経営陣のリーダーシップのもと、明確なデジ

タル化推進の経営戦略・プランを策定し、段階

的に着実に実行に繋げてきたことが、同行にお

ける DX推進のポイントだ。ただし、トップダ

ウンだけでは、全社員が納得した上での本来の

改革は不可能であり、社内外での対話やコミュ

ニケーションの活性化による組織能力の向上

も、戦略の実行の大きなポイントである。 

変革に向けた二段階の取組の第一段階とし

て、＜内なる DX＞として、同行内部の変革に

着手した。まずは、徹底したコスト削減による

経営基盤強化、システム導入による営業部門の

効率化や事務の簡略化など、課題と目標を一つ

ずつクリアし、次へ次へと繋げてきた。 

システム導入の当初、ペーパレス化など新し

いことを始める際は、どうしても「前の方が良

かった」といった抵抗勢力も存在した。しかし、

粘り強く対話やコミュニケーションを継続し、

徐々に意思統一されていったことが、取組を前

進させる上で重要だった。 

なお、経営陣が意思決定をする裏側には、ど

https://www.hokkokubank.co.jp/
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んな些細なことでも何かあれば下から上へと

迅速にエスカレーションできるように進化し

た社内文化の変革があった。この文化により、

大胆な変革に着手する際にも、現場で何か不具

合があればこまめなフィードバックがなされ

ることになる。だからこそ、経営陣も迅速な意

思決定を行い、失敗を恐れずに変革にチャレン

ジすることが可能となった。このエスカレーシ

ョンの文化は、様々な変革を経た今でも行内に

残っている。 

 

部署横断チームによる DX 推進が功を奏

す 

同行では、DX推進にあたり、特定の部署を

設けるのではなく、部署横断的なチームを編成

している。このことによって、各部署が個別最

適に陥ることなくフラットなコミュニケーシ

ョンをとることができ、チームメンバー全員が

同じ理念を共有しながら取組の推進に向けた

議論をすることが可能となっている。 

 

人づくりの重要性 

同行が推し進めるシステム内製化にあたっ

ては、ウォーターフォール型からアジャイル型

への変革にかなり苦労もしたが、社員をベンダ

企業に出向させてノウハウを習得させること

等により、自ら取組を進めるために必要な知見

を蓄積し、開発体制を構築した。また、米国・

シリコンバレーにも行員を派遣し、世界最先端

の Fin Tech事情の収集やベンダとのコネクシ

ョンづくりなどを行っている。 

同行のデジタル人材育成は、一部の人材に限

った話ではない。行員全体の IT の知識やスキ

ル、リテラシー等に関するリカレント教育にも

力を入れており、IT パスポートやデータサイ

エンティスト検定、情報セキュリティマネジメ

ントなどの推奨資格制度も充実させている。ま

た、「コラボレーション制度」という形で行内

から希望者を募り、データ分析やデジタルマー

ケティング業務に従事する業務形態を導入し、

さらなるデジタルリテラシーの底上げを積極

的に行っている。 

こうした取組を経て、行員のスキルアップが



8 

図られるとともに、会社全体の DX推進が後押

しされている。 

さらに、内部人材の育成のみにとどまらず、

データサイエンティストやセキュリティ担当

者を中途で採用しており、必要な人材について

は、確保・育成の両輪で取り組んでいる。特に

外部人材の獲得については、首都圏の方がデジ

タル人材は集まりやすいため、2年前に「株式

会社デジタルバリュー」という子会社を立ち上

げ、同社の本社を東京にし、高度 IT 人材の確

保にも努めている。 

 

「次世代版 地域総合会社」を標榜し、地方

銀行業界初の「DX 認定事業者」へ 

同行は、自らを「次世代版 地域総合会社」

として捉え、地域社会全体の生産性の向上に貢

献するとともに、顧客に対し、様々な付加価値

を提供していくことを存在意義としている。 

2015 年以降は、同行の変革に向けた取組の

第二段階である＜お客様の DX＞を開始し、イ

ンターネットバンキングをはじめとした顧客

へのデジタルサービス刷新へと舵を切った。銀

行業界において、インターネットバンキングは、

ベンダのシステムに相乗りする形が一般的だ

が、同行では、顧客に付加価値をスピーディに

提供したいという思いから、システム開発の内

製化に注力してきた。 

また、2021年には、DX推進の準備が整って

いる「DX-Ready」企業として、地方銀行業界

初の「DX認定事業者」（※）にも認定された。 

 

（※）「DX 認定制度」とは、2020 年 5 月 15 日に施行

された情促法に基づく認定制度。経営ビジョンの策定

や DX 戦略・体制の整備など認定基準を満たす対応を

既に行い、DX 推進の準備が整っている事業者を経済

産業省が認定するもの。 

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/dx-nintei/dx-nintei.html  

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/dx-nintei/dx-nintei.html
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地域のために役立つ銀行として 

今後さらに「地域DX」を進めて行く上では、

地域の企業経営者にも DX の重要性を認識し

てもらうことが必要となる。 

最終的には「地域のために」ということが、

同行の理念である。「地域経済エコシステム」

の形成に向け、今後は自治体や学校との間でデ

ータを共有できるプラットフォームの構築や

様々な主体との API 連携等を通じて、同行か

らの一方的な支援ではなく、双方向で地域の活

性化を目指している。 

株式会社北國銀行 提供 
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事例 4｜株式会社竹屋旅館（静岡県静岡市） 

企業概要 

法人名 株式会社竹屋旅館 

本社所在地 静岡県静岡市 

業種 宿泊業・飲食サービス業 

設立年 1949 年 

従業員数 50名 

関連 URL https://takeyaryokan.com/ 

デジタル技術で清掃業務を内製化し、生

産性向上へ 

「ビジョンを描くことは、本当に大事なこと

だと思います。そこには、熱が入らないといけ

ないですし、こちらの熱を伝えていくことが、

本当に重要だと思っています。そして、それは

経営者にしかできないことですね。」そう語る

のは、株式会社竹屋旅館 4 代目の現社長であ

る。 

静岡県清水市の袖師海岸の海の家が始まり

であるという竹屋旅館は、現在、JR 清水駅前

で「ホテルクエスト清水」を運営している。企

業理念は「他楽（ほからく）の精神」。「他」

の人を「楽」（らく・たのしい）状態にする。

これを全従業員共通の価値判断基準とし、日々

の仕事に取り組んでいると語る。 

現社長が就任した 2015年は、訪日外客数が

前年比 47.1％増の 1,973 万 7 千人で、日本政

府観光局が統計を取り始めた 1964年以降、最

大の伸び率となるなど、観光業・宿泊業の市場

規模が拡大している時期であった。その一方で、

人手不足や競合ホテルの増加による清掃業務

の委託費高騰など、ホテル経営は厳しい局面を

迎えていた。 

ホテル経営を継続していくために、少ないコ

ストと労力で生産性を上げるにはどうすれば

いいかを思案する中、アウトソーシングが一般

的である宿泊清掃業務の外注に限界を感じた

同社は、思い切って、デジタル技術を使った清

掃業務の内製化へと踏み出した。 

まず取り掛かったのが、業務を数値化し、成

果指標の設定を行うことであった。「清掃時間

の短縮とお客様満足度向上」を指標に掲げ、さ

らに、このプロジェクトを実現するためには、

デジタル技術が不可欠であると考えから、具体

的な取組として、以下の 3点に着目した。 

➀実際に誰がどのくらい働いているのか、各

人の能力がどうなのかが可視化されていない

ことから、労働投入量をデータで測定する、②

（写真提供：株式会社竹屋旅館） 

https://takeyaryokan.com/
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清掃作業が上手い人を「匠」として動画化する

ことで、具体的な清掃の手順を可視化・マニュ

アル化する、③チャットツールを使って従業員

同士の清掃状況の共有を図る。 

これら 3点を実践したところ、一部屋あたり

の清掃時間を減らすことができ、結果として接

客の質も上がり、お客様満足度（クチコミ）の

評価点数も上昇した。また、成果指標をクリア

することだけでなく、宿泊客のアメニティグッ

ズの消費具合をデータで可視化することで要

不要を見える化するなど、コスト削減にも一役

買っている。 

さらに、今では、これら一連の清掃業務に特

化したノウハウをホテル向けコンサルティン

グとして、外販するような事業も展開し始めて

いる。 

 

一人の共感、それがスタート 

清掃の内製化を進めた当初、現場では急にや

り方が変わったことに対する反発がかなりあ

ったという。自分の仕事が奪われるなどの DX

に対するネガティブな印象があり、課題の解決

というよりも、雇用の場を奪われる印象の方が

大きかったという。 

では、どのように社内全体で内製化を推進し

てきたのだろうか。 

「一番注意したのが、デジタル（手段）その

ものが、目的になってしまわないようにするこ

とでした。DXによって生産性を上げて、みん

なで豊かになろう。経営者がスタッフに向けて

そう発信し、未来・希望を見せること、現場の

スタッフにも一緒の方向を向いてもらうこと

が重要だと考え、DXを進めてきました。」とい

う現社長。 

DX推進にあたっては、社長ならびに外部の

デジタル人材による専門部署を中心に計画を

進めていたが、いざ、実際に現場に落とし込む

際には、オペレーションを取りまとめている社

員、つまり現場のリーダーを味方にしないと早

晩破綻するとの考えから、とにかく、何度も直

接対話を繰り返し、メリットを伝え、課題を共

有することで、現場との意識統一を図っていっ

た。トップダウンだが独断ではなく、現場を巻

き込み共に推進していく意識・体制を構築でき

たことが、その後の取組の推進を円滑化する大

きな要因となった。 

 

「新しいことをやることは楽しい」とい

う風を吹かせる 

コロナ禍によって、宿泊業界は現在大変厳し

い状況にある。観光地を多く抱える静岡県にお

いても、2020 年度の県内の観光交流客数は前

年度から 43%と大幅に減少している。 

この危機的な状況を打破するためにも、現社

長は、地域の宿同士のデータ連携により、余剰

人員やモノの在庫をシェアできるような地域

の中小規模の宿屋のネットワーキング化を進

めていきたいと考えており、「さらに挑戦する、

失敗を恐れない」という企業文化を育てること

が必要であるとのビジョンのもと、社内のみな

能力の見える化 

清掃スキルの継承 

最新状況の共有 

労働投入量のデータ測定 

動画によるマニュアル化 

チャットツールの活用 

デ
ジ
タ
ル
技
術 

デジタル技術を活用し 
作業効率化へ ＜目 標＞ 
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らず、宿屋ネットワーキングのように、地域や

業界を巻き込んで、「新しいことをやることは

楽しい」という風をどんどん吹かせたいと考え

ている。 

同社の取組は、事業を長く継続していくため

に、目の前の課題を丁寧に洗い出すことからス

タートし、その課題解決のために、デジタル技

術を使って、日々の業務の中で改善を積み重ね

ていった結果、DX推進へとつながった事例で

ある。 

変化を恐れず、理想とするビジョンの実現に

向かって、根気よくチャレンジし続ける覚悟が、

DXを加速させる一つのポイントであると感じ

させる。 
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事例 5｜株式会社ハッピー（京都府宇治市） 

企業概要 

法人名 株式会社ハッピー 

本社所在地 京都府宇治市 

業種 サービス業 

設立年 2002 年 

従業員数 20名 

関連 URL https://www.kyoto-happy.co.jp/ 

正しい価値の提供を目指して 

株式会社ハッピーの現社長は、元々、流体制

御機器メーカーのエンジニアを経て、環境保全

装置メーカーを創業した際にドライクリーニ

ングの再生浄油装置のテストプラントを始動

したことが発端になって、京都でクリーニング

業を営んでいた。ところが、クリーニング業界

は熾烈な競争により低価格化、短納期化、対応

の画一化等が進む中で、時には、「そのシミは

取れません」「その衣服は預かれません」等の

対応が目につくことも多く、同時に通常のクリ

ーニング技術の限界に気づき、「顧客の大切な

衣服をメンテナンスすることで長く着続けら

れるようにする」という、本来クリーニングが

提供すべき価値を顧客に提供できていないよ

うに感じ、事業や業界そのものの成長の持続性

に不安を感じるようになった。そこで、自らの

信念を貫き、お客様に喜ばれる正しい価値を提

供したいという想いから、2002 年、クリーニ

徹底した 
カウンセリング 全業務を 

一元管理する 
「電子カルテ」 

保管お預かり 
サービス 

美しく 
届ける 
パッケージ 

【株式会社ハッピーのサービス】 
株式会社ハッピー 提供 

https://www.kyoto-happy.co.jp/
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ング技術の限界を超える衣服メンテナンスの

「ケアメンテ®」サービスを世に広めるために

株式会社ハッピーを設立した。 

「ケアメンテ®」とは、同社が培ってきたコ

アコンピタンスであり、多段階層で構成された

複合的な特許を世界各国で取得し、それらの組

み合わせによる極めて高度な衣服のメンテナ

ンス技術と、デジタルツールの活用による業務

効率化、そして徹底したデータ活用に基づくカ

スタマーエクスペリエンス（CX）の向上という

デジタルネイティブな業務プロセスを組み合

わせて提供されるサービスである。きめ細かな

デジタルサービスと丹念な処置が施された新

品のような仕上がりの「ケアメンテ®」技術に

加え、使い捨てから使い続ける価値、大切な衣

服を長く楽しむ新習慣を提案する「ハッピーケ

アメンテ®」には、一般的なクリーニング単価

の約 10倍という価格設定にも関わらず、今日

もリピーターや新規顧客の利用が途絶えるこ

とがない。 

同社は、「ケアメンテ®」の他にも、自社開発

の「ハッピー電子カルテシステム」により、生

産、販売、会計税務、代金回収、労務管理、運

輸ロジスティックなど、直接的・間接的な全業

務について、暗黙知で属人化することを防ぎ、

一元管理して見える化を進め、生産性を飛躍的

に向上させている。 

 

価値創出をする上で必要不可欠なエンジ

ニアとの出会いは、 

ビジョンの発信がきっかけ 

新しい価値を生み出す上で、経営者が自社の

アイディアをしっかりと理解し、それを形にす

るシステムエンジニア、プログラマーを自社内

に確保することができるかどうかが重要であ

り、中小企業が本当の意味での DXを進められ

るかはこの点に懸かっている。そして、自らが

デジタル技術を理解し、全業務の構成要件を組

み立てて全体最適化する能力を身につけ、経営

ビジョンの実現に向けた戦略を策定すること

が不可欠である、と社長は断言する。 

創業時から、新しい価値を顧客に提供するビ

ジネスモデルの創出を念頭に、同社の理念や経

営ビジョン等を明確に示し、情報発信をしてき

た結果、この考えに共感・賛同し、それを形に

することができるエンジニアを雇用すること

ができたことは、同社にとって大きなポイント

の一つであった。 

 

価値創出を念頭に、すべての業務をデジ

タル前提で設計し運用 

また、DXの本質はデジタルを武器に新しい

価値のサービスモデルを創出することと捉え

ており、同社では、衣服一点に対して、その形

状や材質等の要素を 150種目・3,000項目に分

解し、その情報をデータベース化している。こ

のデータベースには、同社独自で開発した様々

なメンテナンス技術（多段階層の特許）や職人

の技術に加え、顧客のカウンセリングや商品の

アフターケアの情報を細部にわたって集積し

ており、同社としてはこうしたノウハウを活か

して他社の DX 推進にも資するプラットフォ

ームを構築し、それをさらに発展させた DXに

よる持続開発可能（SDGs）なサービスモデル

の創造に取り組んでいる。 

さらに、工場内の工程や顧客のデータベース

を一元的に管理・運用し、それを全体最適化す

る、この「ハッピーケアメンテ®」サービスの

仕組み全体について、国内外で特許を取得して

いる。 

一部の業務にアプリケーションソフトやシ

ステムを導入して課題解決すること自体がDX

なのではなく、目指すべきビジョンの実現のた

めにデジタル技術を活用することで新しいサ
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ービスモデルを創出し、顧客に対する新たな価

値を生み出し、新しいサービスモデルの産業市

場を形成していくことこそが DX だと捉えて

いる。 

株式会社ハッピー 提供 

 

業界初の DX 認定事業者として 

2021 年 7 月、同社は DX 推進の準備が整っ

ている企業として、業界初の「DX認定事業者」

として認定された。 

現在、同社では「ケアメンテサービス」を土

台にした新分野でのサービスモデルの立ち上

げを準備している。先駆的な取組を行っている

現状に甘えることなく、顧客により良いサービ

スを提供し、地球環境保護に貢献するため、更

に一歩先を目指す同社の姿勢は、業種や業界、

事業規模を問わず、他の企業においても参考と

なり得るところである。 
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事例 6｜株式会社スーパーワークス（岡山県岡山市） 

企業概要 

法人名 株式会社スーパーワークス 

本社所在地 岡山県岡山市 

業種 技術サービス業 

設立年 2015 年 

従業員数 2名 

関連 URL https://superworks-inc.com/ 

 

岡山県岡山市に本社を置く株式会社スーパ

ーワークス。建設現場が抱える課題を解決し、

業務効率改善につながるアプリケーション「ネ

ットモケイ」や「PlaceOn」を提供している。 

同社は経営者である現社長が建築士として

働く中で感じた悩みをきっかけに、建設現場の

業務を効率化し、業界全体の DXを推進するサ

ービスの提供をスタートした。 

 

事業承継を意識したときに、湧き上がっ

た悩み 

現社長は、もともとは父が経営する設計事務

所で一級建築士として勤務していた。父の経営

する設計事務所。当然、現社長は事業承継を意

識するようになる。 

現社長は、将来、自身が経営者になることを

想像した時にふと考えた。「今後も、このスタ

ッフ全員を食べさせて行くだけの仕事を取っ

て行けるのだろうか？」 

早速調べてみると、現状 90万戸の新築戸建

が、将来的に 65万戸まで減少するというデー

タに行き当たった。このままでは、建築士同士

の競争が更に加熱し、仕事が減っていくことは

明らかだった。 

建築士にとっての競争の差別化ポイントの

一つはデザインである。しかし、通常、デザイ

ンへのこだわりに比例して、顧客に請求する費

用は跳ね上がる。マクロで顧客の可処分所得が

減ると予想される中で、建築士同士のデザイン

競争による高価格化を続けた場合、建築士は顧

客に本当に価値を提供し続けることができる

と言えるのだろうか。現社長は、今後自らが建

築士として仕事を獲得するに当たって、この負

のサイクルに加わることが、自分自身や施主、

そして建築業界にとって良い選択なのか、考え

るようになった。 

 

建築士として、建築現場をデジタルで改善 

そんな中、現社長は自身が直接的に建築士と

して建築業界に貢献するのではなく、別の視点

で建築業界のためにできることはないだろう

かという思いを持つようになった。よくよく自

身の建築士としての業務を振り返ってみると、

建設現場では、他の業界においては、とっくに

デジタルを活用して効率化されているような、

かなり面倒なアナログ作業を、当然のように行

っていることが多いということに気が付いた。 

「建設現場で当たり前で、現状は誰も疑問を

抱かずに続けているアナログな業務を、DXを

進めることで改善できないか？そして、そうし

た技術を自社外に対しても提供していくこと

で、建築業界全体の発展に寄与できないか？」 

https://superworks-inc.com/
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学生時代は建築学科に在籍し、3D モデリン

グやコンピュータのカスタマイズ等にも習熟

していた現社長は、そこから一歩進んで、建築

の現場をデジタルの力で改善していくサービ

スを提供できないかという考えを持つに至っ

たのだ。 

こうして開発されたのが、「ネットモケイ」

というサービスと、「PlaceOn」というサービス

だ。「ネットモケイ」は、図面データから 3DCG

モデルを作成するアプリケーションで、2次元

の図面だとイメージしづらい、あるいは言語化

しにくい情報を視覚的に伝えることで、工務店

と施主の打ち合わせの効率化を支援するツー

ルである。視覚的に理解しやすい情報提供を支

援することで、施主のユーザーエクスペリエン

ス（UX）を改善するとともに、工務店側の情報

伝達のコストを削減することができる。 

株式会社スーパーワークスでは現在、この

「ネットモケイ」をフロー型のビジネス（一回

きりの販売で顧客に商品やサービスを提供す

るビジネス）に位置付け、拡販活動を行ってい

る。

 

 

 

スーパーワークスが提供する「ネットモケイ」。3DCGを活用し、二次元の図面や言葉では伝えにくい微妙なニュアンスを

視覚的に伝えることができる。 

 

「ネットモケイ」に加え、ストック型のビジ

ネス（仕組みを作り、定額サービス等を提供す

ることで継続的に収益を得るビジネス）を進め

るために開発をスタートさせたのが「PlaceOn」

である。 

「PlaceOn」は建設業における営業や設計、

社内の情報をまとめてクラウド化するサービ

スである。このサービスを活用することで、建

築現場に関わる全てのスタッフが安全に必要

な情報にアクセスできるようになるとともに、

情報の属人化を防ぎ、人材の流動性を高め、業

務効率の向上を実現する。 

スーパーワークスはデジタル技術を活用し

たこれらのツールを建設現場に導入していく

ことで、同社のビジョンである「建設業界を圧

倒的に加速する」ことを目指している。 
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スーパーワークスが提供する「PlaceOn」。建設現場の様々な情報を、一元管理し業務の効率化を支援する。 

 

追求したのはシステムの「肌触り」 

上記いずれのアプリケーションも、実際に建

築士として仕事をしていた現社長の経験が活

かされている。 

現社長によると、システム会社が作るシステ

ムはたしかに高機能であり、さらに大手のゼネ

コンも、高機能なシステムを構築して現場に導

入し、関係する事業者に利用してもらうことで

効率化を図ろうと努力する。しかし、建築士や

建設業、そしてそのサプライチェーンにいる

“システムを使う側”のリテラシーが追いつか

ず、現場にシステムが浸透せずに終わってしま

っている場面をよく目にしてきたという。 

そこで現社長は自身の経験を活かし、建築の

現場における必要不可欠な情報を精査した上

で、システムのユーザのリテラシーも考慮し、

必要最小限の機能に絞り込んだシステムを構

築することに取り組んだ。目指したのは、建築

士や建築現場で働く人達にとって「肌触り」の

良いシステムである。建築士として、建築の現

場を知り尽くしているからこそできた的確な

機能の取捨選択であった。 

 

スキルがきっかけを呼び、共感が仲間を

呼ぶ 

もともとこの「ネットモケイ」は、岡山県の

テレビ局が「インターネット上で住宅展示場を

再現したい」という構想を練っていた際に、図

面も引けて 3D モデルも作れる（そして建築士

でもある）現社長に声がかかり、開発がスター

トしたものだった。思わぬことがきっかけとな

り、学生時代に培ったスキルと自らが現場で培

った専門性が、同社の現在につながった。 

同社は現在、二つの自社アプリケーションを

軸にプロジェクトチーム形式で事業を推進し

ている。拡販や企画を担当する現社長とモデリ

ング担当が 1名、そして外部にシステム開発者

が 2名、モデリング担当者が約 70名という体

制である。特に、現社長の考えを形にする重要

な役割を担っているシステム開発者とは、地元

の支援機関から紹介のあったビジネスコンテ

ストへの登壇がきっかけで出会った。自らのビ

ジネスプランやビジョンを発表し、情報発信を

続けることで、共感し、共に事業に取り組む人

材との出会いにつながったものといえる。 
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まずは自社のサービスを広げ、デジタル

技術で建設業を加速する。 

自社の製品が世の中に広がっていくこと。こ

れが建設業界の DX につながっていくと同社

では考えており、現在は自社製品のさらなる販

売拡大に注力している。展開するシステムの主

なターゲットはいわゆる「地元の工務店」であ

る。そういった中小規模の工務店においては、

そもそも先述の通り、デジタル技術を活用して

業務を効率化するという発想自体がない場合

も多く、そこに対して費用を払うというのは更

にハードルが高い。もちろん現社長が説明に赴

き、使い方をレクチャーすることで価値を実感

してもらい、導入に至ることもあるが、ターゲ

ットが地元の工務店ということで開拓先が膨

大になりすぎるという側面もある。先駆的な取

組を進めてきた同社の、次なる課題である。 

 

現場の効率化の更にその先。仕事を繋ぐ

プラットフォームへ。 

株式会社スーパーワークスにとって、まずは

建設業界の DX 化を後押しする自社のサービ

スを世の中に広めていくというのが直近の大

きな目標である。これが達成されると、「ネッ

トモケイ」や「PlaceOn」には様々な建設現場

のデータが蓄積されるようになり、これらのデ

ータを通じてあらゆる現場のあらゆるニーズ

が可視化され、そのニーズを満たす事業者も可

視化されるようになる。 

ゆくゆくは、これらのサービスをプラットフ

ォームとして、依頼主と事業者を結びつけるこ

とでお互いに仕事を出し合えるような環境を

提供していきたいと考えている。経営者の建築

士としての強みとデジタル化の推進により、建

設業界の DX を加速するに至った事例である。
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事例 7｜東洋電装株式会社（広島県広島市） 

企業概要 

法人名 東洋電装株式会社 

本社所在地 広島県広島市 

業種 制御盤製造及び技術サービス業 

設立年 1973 年 

従業員数 90名 

関連 URL https://t-denso.com/ 

DX 工場に挑む 

中小企業が大企業との競争に打ち勝ち、会社

を今後も継続・発展させていくためにはどうし

たら良いのか？製造業を営む中小企業が抱え

る共通の課題である。 

2014 年、広島市で制御盤等の製造を営む東

洋電装株式会社の社長に就任した現社長も同

様の問題意識を抱えていた。 

目を付けたのは、生産性の向上だった。大量

ロットの生産で生産性を上げる大企業に伍し

ていくため、「小ロット品でも、大量ロット品

と同じような納期、同じようなコストで、同じ

ような生産性を上げられるような生産方法は

ないか？」と考えた現社長は、そこからそのビ

ジョンの実現に一歩を踏み出して行く。 

小ロット品の生産性を上げるためには、まず

その製造工程を分析し、「工程の標準化」を図

る必要があった。同社の主力製品である制御盤

は、殆どが一品一様のカスタム品であり、その

製造は、盤内の配線も含め職人の技に頼ってお

り作業手順の標準化など実施されていなかっ

たからである。 

これまで事務所業務のデジタル化を進めて

いた現社長は、工場においても、デジタル技術

の活用によって工程の標準化が可能であると

感じた。社長の直感を形にするべく、その実現

可能性について社内で検討が進められた。そし

て、その検討結果を実証実験により確認するた

めの現場として、「DX工場」が設置された。 

製造工程の分析と工程の標準化に取り組む 

工程の標準化に取り組むにあたり、社長をト

ップとするプロジェクトチームを社内に設置

し、職人の意見も聞きながらプロジェクトを進

めることとした。 

まず取り掛かったのは、製造工程の分析であ

る。制御盤の製造工程は、大きく「加工」「組

立」「配線」から構成される。これらの各工程

の作業を更に細分化し、1つ 1つの作業プロセ

スを、①ある程度の技術力が有れば誰でも出来

る作業と②高度な知識や技術を持つ職人のみ

が出来る作業に区別し、①は段階的にロボット

を含む自動化技術・デジタル化技術を活用し、

②は人が行うようにすることで「製造効率の向

上」を図ることとした。 

細分化した各作業のデジタル化については、

工場内に設置したカメラで作業者の動きを録

画し、生産管理システムなどと連携して作業状

況（工程進捗、作業時間等）に関するデータを

収集・見える化するとともに、想定より時間が

掛かっている作業を抽出・分析し、一連のプロ

セス、人員配置、工程を最適に組み替えること

https://t-denso.com/
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で、作業時間の短縮やコストの削減を目指した

（上図参照）。 

また、こうした製造工程やプロセスの最適化

を仮想空間上でシミュレーションし、その結果

を製造現場にフィードバックする技術（＝デジ

タルツイン技術）を導入すれば、製造工程の最

適化だけでなく、人や材料、資源等のリソース

配置の最適化をも図れるのではないか。この段

階まで進んで初めて、小ロット製品でも、大量

ロット製品に負けない低コスト・短納期での生

産が可能となる。 

 

同社の DX ビジョン 

同社では、将来目標を DXビジョンとして公

表している。 

アナログ作業から脱却し生産性を向上させ

る段階の「デジタル化」、既存業務を変革し業

務効率の向上を図る「システム化」、デジタル

技術を活用して新規ビジネスの創出につなげ

る「DX」と、ステップを踏んでレベルを上げて

いくことで、同社の理念である「最大多様の最

大幸福へ」を実現するための絵姿を描いている。 

 

DX 工場での実証実験を開始 

DXビジョン実現への第一歩。2022年 2月、

同社は、実証実験の現場としての「DX 工場」

をオープンさせた。 

これまで実施してきた机上検討やシミュレ

ーション、広島工業大学と共同で開発予定のデ

ジタルツイン技術も活用し、順次 DX工場での

実証実験を進めて行く予定だ。 

DX工場では、一品一様の製造を中心に行っ

ている既存工場での生産性の向上（人手不足の

解消）、デジタル技術の活用によるノウハウや

ナレッジの共有、職人技の伝承、担当者間のレ

東洋電装株式会社 提供 
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ベル差によって生じる不良品の低減等を通じ

た品質向上・コスト削減等の実現を目指してい

る。さらに、DX工場で得られた知見は、社内

にとどまらず、多くの中小製造業者の課題解決

への切り札になるのではないかと期待してい

る。 

同社は、今後、このノウハウを自社の他工場

に活用することはもちろん、同じ課題に悩む全

国の中小製造業者・工場にも順次展開し、全国

の製造現場の生産性の向上に寄与する新たな

ビジネスモデルとして、事業展開していく予定

である。 

 

 

  

東洋電装株式会社 提供 

DX 工場（可部事業所） 
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事例 8｜株式会社太陽都市クリーナー（広島県府中市） 

企業概要 

法人名 株式会社太陽都市クリーナー 

本社所在地 広島県府中市 

業種 廃棄物処理業 

設立年 1964 年 

従業員数 28名 

関連 URL https://www.fuchu-ttc.co.jp/ 

環境維持の仕事に、自信と誇りをもって 

今日、廃棄物処理業界は慢性的な人材不足問

題を抱えている。株式会社太陽都市クリーナー

の社長は、「美しい地球環境維持のためにも廃

棄物処理業がなくてはならない業務であり、労

働人口が減ってくる中、社員自身が自信と誇り

をもって仕事を行い、選ばれる業界になってい

きたい」と語る。 

同社では、深刻化する人手不足を何とか解消

したいとの思いから、社長自らが中心となって、

会社全体を巻き込み DX に向けた取組を推進

している。 

 

事務所と現場スタッフとの連携が課題 

廃棄物処理業務を行う同社の現場スタッフ

は、朝から現場に向かい夕方まで戻ってこない

ことが多い。このため、より円

滑な業務実施のためには、事務

所と現場スタッフとの緊密な

連絡・連携が重要となるが、こ

れがなかなかうまくいかない

という課題があった。 

事務所と現場スタッフとの

連絡手段として、元々は電話で

行っていたが、電話での連絡で

は事務所と現場スタッフとの間で「言った／言

っていない」のトラブルが多発していた。これ

に対して、まずは、事務所内の掲示板等にメモ

を貼り付けておくといった方法を試したが、電

話と同じく、「メモを貼り付けた／貼り付けて

いない」といったトラブルが頻繁に発生してし

まった。さらに、メッセンジャーアプリでの連

絡調整も導入してみたが、プライベートなやり

とりと混同してしまい、最終的にはうまく機能

しなかったという。 

試行錯誤を繰り返す中で、社長が目を付けた

のが、クラウドサービスであった。 

社員が個人のメールアドレスを持っていな

いこともある状況の中、コミュニケーションツ

ールとして、グループ間でのチャット機能やフ

ァイル共有などが行えるクラウドサービスを

導入したほか、カレンダーやドキュメントの編

集・共有などをチームで行うことができるサー

https://www.fuchu-ttc.co.jp/
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ビスも導入した。大半の社員は、ID 及びパス

ワードの管理すら覚束ない状態からのスター

トで、社員の意識改革にも大きな力を割く中で

の導入であった。 

 

「遊び」の要素を加えて円滑にクラウド

サービス導入し、業務を変革 

クラウドサービスの導入にあたっては、新し

いもの自体に抵抗する社員がいたため、「遊び」

の要素を加えることで、親近感を持ってもらう

ように工夫した。例えば、単に仕事のツールと

して打合せ等の場に使うだけでなく、雑談グル

ープを作成し、仕事から離れてただ雑談だけを

してみる、あるいは、朝礼を行う際に（社員は

社内にいるが）あえてオンライン朝礼をやって

みるなど、試行的な取組を繰り返し行うことで、

社員に親近感を持ってもらうことができた。 

クラウドサービスの導入後は、従来起きてい

たようなトラブルは目に見えて減り、事務所と

現場スタッフ間の情報が素早く、正確に伝わる

ようになったという。また、個人ではなくグル

ープに対して連絡することで、「現場の仕事に

同行して仕事を覚えたい」といった若手社員の

積極的な言動が出てくるなど、副次的な効果も

現れ始めている。 

同社の取組は、コミュニケーションツールと

してクラウドサービスを導入したことが、労働

生産性の向上や職場での円滑な人間関係等を

育む契機となった好事例である。身近なことか

ら取り組むことで、企業内での居心地の良さを

生み、事業の大きな飛躍への可能性を示唆する

ものとして参考となるところである。 

 

 

 

  株式会社太陽都市クリーナー 提供 
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事例 9｜サンコー株式会社（香川県高松市） 

企業概要 

法人名 サンコー株式会社 

本社所在地 香川県高松市 

業種 ねじ・精密部品製造・販売等 

設立年 1961 年 

従業員数 230 名 

関連 URL https://www.sanko-kk.net/ 

経営者の思い 

「会社として掲げているのは、人の幸せを作

る well beingですね。」サンコー株式会社常務

は、そう言って笑う。 

同社は、昭和 36年創業のねじの商社でメー

カーだ。現在は、ねじの製造・販売に加え、精

密機械の加工販売を行っている。 

ねじは、一見目立たないが、どんなものにも

必要不可欠なことから「産業の塩」とも呼ばれ

る。種類も多く、精密機械のような小さなもの

から、建造物や船舶などの巨大な構造物までそ

の使用範囲は多岐にわたる。同社が扱うねじの

種類も数多く、何十万種類にも上る。 

 

DX に向けた取組の契機 

そんな同社の DX に向けた取組への契機は、

3度あった。 

1 度目は 2012 年。同社が扱う何十万種類も

のねじの在庫と受発注を一括して管理できる

基幹システムをベンダと協力しながら開発し

た。従来のシステムが老朽化し、保守の観点か

らも使えなくなったことから、必要に迫られて

導入したものである。システムを変更すること

には社内から抵抗があり、事前に説明会も行っ

た。導入後も、現場のイメージとかけ離れた作

りになっていたり、システムに不具合が生じた

りと、混乱も多々生じた。 

そこで、現場とシステム部門が話し合いなが

ら、必要があればシステムの修正を随時行える

体制を構築し、現在は安定して稼働させること

ができている。 

2 度目の契機は 2017 年。営業部門の社員を

対象に本来業務である営業活動にどれぐらい

時間を費やせているかを調べた社内調査結果

    

    

サンコー株式会社の取扱製品 

 

https://www.sanko-kk.net/
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だった。そこでは、営業以外の雑務ばかりに時

間が取られ、収益につながる営業活動にほとん

ど時間が取れていないことが判明した。この

「雑務」にかかる時間を、デジタル技術を用い

て削減することで、社員の時間的な余裕を作り

出し、本来業務である営業の時間に充てること

を目的として、DX に向けた取組が始まった。 

2017 年からプロジェクトを立ち上げ、営業

所や情報システム部門など各部門が集まり意

見交換を行った。この際に課題になったのは部

門間の壁だった。意見交換時も自部署を優先し

て考えてしまい、会社にとって全体最適となる

改善になかなか思いが至らなかったという。そ

こで、役員も意見交換の場に参加し、全社的な

視点をプロジェクトメンバーに共有しながら、

認識を合わせていった。こうした経緯を経て実

装されたのが「倉庫管理システム（WMS）」で

ある。これは、倉庫内の一連の作業を一元的に

管理することで、膨大な商品をお客様が必要と

する分だけ必要な時にお届けできるシステム

である。 

 

 

倉庫管理システム（WMS） 

3 度目の契機は、2020 年から始まったコロ

ナ禍である。従来行ってきた対面での打合せ等

が制限される中、会社としてグループウェアや

ウェブ会議システム等のデジタルツールの利

用を推進し、社内コミュニケーションの円滑化

を図った。また、並行して文書管理ツールやナ

レッジデータベースなどを各部門に導入する

ことで、生産性の向上も併せて実現している。 

同社の DX推進においては、協力して開発を

行うベンダや相談相手となるコンサルなど外

部の組織も関係するが、あくまで取組のメイン

プレーヤーは同社であるということを大事に

している。同社の情報システム部門には現在 5

名の社員がいるが、情報システム部門が主導し

て、各部門ごとに最低 1 名の「DX 推進担当」

を置くこととしており、その担当者が各部門の

DXに向けた取組を牽引する体制を整えている。

経営陣も、情報システム部門に全幅の信頼を寄

せており、逐次話し合いを行える関係を築いて

いるという。 

同社は、「システムを導入したら終わり」で

はなく、社内でそれを十分に活用できる体制を

整えておくことこそが肝要であると考えてい

る。常務は、「当社にはしっかりした情報シス

テム部門があるのでそれが可能だと思ってい

る」と胸を張る。 

 

DX に向けた取組に、これで終わりとい

う到達点はない 

同社は、2022 年 1月、四国の事業者として

初めて、DX認定を取得した。 

同社には、ねじ及び精密部品を販売する商社

機能があるため、顧客のニーズに対応し、数万

点の商品を必要な数量で必要な時期に適切な

コストで届ける必要がある。複雑化するサプラ

イチェーンの中で、顧客に届けるべき製品のス

テータスを的確に管理するとともに、円滑な物
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流機能の強化を図るためには、社内システムの

最適化や更なるデジタル技術の導入が必要と

なる。サービスの本質に向き合い、自社にしか

提供できない価値を求められる時代において、

正確でスピード感のある製品管理体制・物流体

制を構築し、お客様の困りごとを解決し続ける

経営の実現を目指している。 

今後も、これまでに導入したシステムの持続

的な改修や、社員教育の DXを考えているとい

う同社。DX 認定を取得してまだ日が浅いが、

名刺やウェブサイトにロゴを掲載したところ、

複数の取引先から興味を示されているという。 

同社の DX の取組の目指すべき到達点を尋

ねると、「みんなで考えたのですが、目指すべ

き到達点というのはないな」と常務。「DXに向

けた取組で当社が目指すのは、well being。社

員の幸福が生産性効率の向上につながる。会社

としてできることは、皆が時間を作れるように

し、同時に、給与面や福利厚生面を充実できる

ように、これからも DXに向けた取組を進めて

いきたい」と語る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



28 

事例 10｜松本工業株式会社（福岡県北九州市） 

企業概要 

法人名 松本工業株式会社 

本社所在地 福岡県北九州市 

業種 自動車部品・金属製品等製造 

設立年 1966 年 

従業員数 371 名 

関連 URL http://www.matsumoto-kk.co.jp/ 

4 つの企業理念を基に、環境配慮型スマ

ートファクトリーを目指す 

松本工業株式会社は、福岡県北九州市に本社

を置き、主に北部九州の自動車メーカー向けに

自動車部品等を製造している企業である。自動

車部品等の主な製造品目は、シートフレーム

（座席の骨格）やヘッドレスト、アームレスト、

ドア・排気系部品等である。 

同社は、企業理念として、「顧客満足」、「社

員満足」、「社会貢献」、「利益追求」の 4つを掲

げている。同社において、DXに向けた取組は、

この 4 つの企業理念を達成するための手段と

して位置付けられている。元々、新しいものを

取り入れてどんどん効率化を推し進めていく

という社風を持ち合わせていた同社にとって、

DXに向けた取組は親和性が高かった。 

 

生産設備の稼働状況の把握から 

同社では、DXに向けた取組を始めるにあた

り、まずは設備の稼働状況をはじめとした現場

の見える化を行うことに着手した。 

製品のトレーサビリティシステムや、プレス

機の稼働を社内ネットワークから把握できる

仕組みが構築されているが、このような仕組み

により、出荷した製品に不具合の疑いがあった

際のトレースバック（記録のさかのぼり）や、

設備のチョコ停（一時的な停止）を減らす活動

に成果をあげているという。 

近年では、ヘッドレストの生産工程向けに

RFID という IC タグを用いた生産管理システ

ムを開発し、材料入庫、製品製造から出荷に至

るまできめ細かな現況把握とその改善策の検

討を行っている。 

RFID を取り付けることによって、生産工程

における稼働状

況、各工程に要す

る時間や作業者

といった様々な

情報を取得する

ことができるよ

うになった。これ

により、製造不良

の発生条件（気温、

http://www.matsumoto-kk.co.jp/
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原材料温度、原材料ロット等）、作業のネック

となっている部分やその原因を究明して改善

策を講じることで、製品不良率の減少活動や在

庫の適正化活動が効果をあげつつある。製品の

仕上げに時間を要するスタッフ・工程を特定し、

指導教育の効率化にもつなげることができた。 

 

スマートファクトリー化を目指す 

同社の副社長は、「スマートファクトリー化

という概念は、生産工程の高度化にとどまるも

のではありません。例えば、工場内の部品や完

成品の運搬は付加価値を生みませんが、大変な

重労働です。作業者の手元に部品が自動で運ば

松本工業株式会社 提供 
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れてくるようになれば、コストダウンと作業環

境の改善を両立できます。このようにして働き

やすい工場が実現できるのです」と語る。 

スマートファクトリー実現に向けた取組の

一環として、同社では、無人搬送車（AGV）、

AGV に部品を受け渡す機構を搭載した棚、床

に埋め込んだ IC タグを用いた制御を含めた

「工場無人搬送システム」を開発した。このシ

ステムは、部品ストアから加工工程を行う作業

者の近辺まで自動で部品を供給するものであ

り、まさに「働きやすい工場」の実現に寄与し

ている。 

 

DX 推進は、企業の生み出す付加価値の

創出のため 

また、副社長は「DX を推進するにあたり、

現行の作業を単純に電子化してもメリットは

ない」と語る。そもそもの仕事のやり方が悪い

のではないかといったことも含め、現在の業務

のやり方に対して徹底的に議論し、課題を整理

した上で、組織として継続的に課題解決に向け

た議論や試行錯誤を通じて、業務効率化を実現

していくことが重要となる。 

同社では月一回、社長以下、経営陣が現場約

20 チームの改善活動の報告を受けて助言・指

導を行う「チャレンジ・オンリー1」活動を行

っているが、その際には同社の見える化システ

ムから得られた稼働状況をもとに、問題点の把

握や改善後の効果確認が行われている。 

単純な電子化を行うことが目的なのではな

く、デジタル技術を活用することで、生産設備

の稼働状況をモニタリングする、個々の製品の

品質管理を行う、労働者の働きやすい環境を作

る等、業務自体を見直し、現状そこに存在して

いる課題を解決していくことによって、4つの

企業理念を実現しながら、最終的に企業価値向

上につなげているのである。また、人が自ら行

わなくてよい業務は人がやらないようにして、

付加価値を高める部分に対して人が注力でき

るような職場を目指している。今後も、社内の

調整業務や記録業務、報告業務は必要となるが、

DXを推し進めることで、少しでも社員が単純

作業から解放され、働きやすい職場づくりに取

り組んでいく。同社の働きやすい職場づくりは、

「健康経営優良法人 2022（中小規模法人部門）」

に認定されたことによっても評価されている。 

また、同社では近年脱炭素化の取り組みにも

注力しているという。炭素排出量のモニタリン

グといった部分から、同社が構想している脱炭

素工法における品質保証といった分野まで、同

社の DXへの関心は非常に強い。 

同社ではこれらの取組の結果として、社員に

も成長や豊かさを実感してもらうことが出来

ると確信している。 

「作業をする従業員の働きやすさ」という、

工場で働く人にとって最も身近なところから

始められた DXに向けた取組が、スマートファ

クトリー・脱炭素社会の実現を含めた地域・社

会への貢献、ひいては企業価値の向上へと大き

な飛躍を遂げようとしている好事例と言えよ

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


